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研究成果の概要（和文）：開発したバイオマス発電所のプロセスフローダイアグラムより投入熱量と排熱量のバ
ランス、排熱の温度帯を過去の調査と照らし合わせることにより、バイオマスを利用した発電所も一般の産業と
同様に投入熱量に対する排熱量および温度域が妥当であることを確認した。主に木質バイオマスを利用した事業
所のデータベースを作成し、基礎自治体におけるバイオマス由来の排熱量とその温度域、熱需要量とその温度域
を推定し、ゼオライトの水蒸気吸脱着サイクルを用いた蓄熱融通技術の数値解析による設計結果を基に、排熱回
生ポテンシャルを算出することに成功した。

研究成果の概要（英文）：By comparing the balance between heat input and waste heat and the 
temperature range of waste heat from the developed process flow diagram of the biomass power plant, 
the amount of waste heat relative to heat input and the temperature range are reasonable for power 
plants using biomass as well as for other general industries. A database of industries using biomass
 was created to estimate the amount of biomass-derived waste heat and its temperature range, and the
 amount of heat demand and its temperature range in basic municipalities were estimated as well. The
 waste heat recovery potential was successfully calculated based on the design results of numerical 
analysis of thermochemical energy storage and transport system using a water vapor 
adsorption/desorption cycle of zeolite.

研究分野： 機械工学

キーワード： 熱融通　排熱回収　バイオマス

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域の熱の脱炭素に貢献する，バイオマスの未利用熱を回生する熱融通システムのポテンシャルをトップダウン
手法とボトムアップ手法の組み合わせにより定量化した．
国や都道府県単位では解像度が粗かった熱の検討を，基礎自治体単位で評価することで，熱融通技術の適用可能
性が高い基礎自治体を示すことができ，実装に向けた検討をスピードアップすることが可能となる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
研究開始当初は，我が国において 2030 年に温室効果ガス 30％，2050 年に 80％削減を実現す

る目標であったが，研究実施中に 2050 年の目標がカーボンニュートラルに引き上げられ，より
再生可能エネルギーの早期・大量導入が求められることとなった．しかし再生可能エネルギーは
太陽光や風力など，変動制があるものが多く，安定的なエネルギー供給には比較的出力安定性が
高いバイオマスエネルギーが注目されている．バイオマスエネルギーの有効利用のキーポイン
トは熱利用である．例えば木質バイオマス発電は概ね発電効率が 20～30％と低水準であり，エ
ネルギーの多くを排熱として廃棄している．欧州では，例えばドイツでは 2012 年以降，新設の
バイオマス発電所は熱電併給が必須とされており，熱利用を含めた総合効率は概ね 70％以上で
ある．国内ではバイオマスエネルギー設備からの排熱を，熱導管を利用して近隣の給湯需要に充
当する研究はなされている(1,2)．しかし 2013 年での日本での地域熱供給システムの総売熱量は
22902 TJ と例えば人口が 1/25 であるデンマークの 1/4~1/5 程度にとどまっており(3)，十分な販売
熱量を確保できないことによるコスト高により普及していない．地域熱供給システムが既に普
及している欧州では熱電併給の導入難易度は低いが，日本では熱導管を利用した発電所内の給
湯需要への充当や隣接している工場への蒸気供給といった数十 m 単位での熱利用方法が多く，
バイオマスを含む再エネ熱利用を促進するためには，熱源から熱需要まで数 km～数十 km の熱
融通が必要である．熱を空間的に長距離融通する技術として「蓄熱融通」が挙げられる．しかし
これらの研究は主材料開発や機器設計に焦点が充てられており，マクロな視点で蓄熱輸送を含
めた場合の排熱回生量を定量化できておらず，事業者にとっても導入難易度が高い．よって，マ
クロな視点での蓄熱融通の適用ポテンシャル，排熱回生ポテンシャルの定量化が求められてい
る． 

 
２．研究の目的 
再生可能エネルギーの大量導入が求められる中，出力安定性が高いバイオマス発電は導入促

進が期待されている．しかしバイオマス発電所の発電効率は 20~30%と低水準であり，排熱を同
時に利用する熱電併給を実現できるかが普及への鍵となる．欧州と比較して地域熱供給システ
ムが普及していない我が国では，従来の熱導管による熱供給では限界がある．そこで，本研究で
は木質バイオマスを扱う事業所を中心とし，バイオマス由来の排熱を蓄熱輸送技術によって近
隣産業で有効利用し，排熱回生量を面的に拡充する「日本式」の熱電併給システムの構築を目指
し，マクロ視点で木質バイオマスを扱う事業所の排熱の回生ポテンシャルを定量化する．木質バ
イオマス発電所に蓄熱技術を組み込むレトロフィット設計をプロセスシミュレーションで実施
し，木質バイオマス発電所と熱需要の統計データと熱可搬距離を併せることで排熱回生量を定
量化し，経済的に熱を輸送可能な「熱可搬距離」を算出するとともに必要な蓄熱技術開発へフィ
ードバックすることを目的とする．  
 
３．研究の方法 
まず，バイオマスの発電設備を所有する複数の事業所の熱物質収支を予測するプロセスフロ

ーダイアグラムを開発し，排ガスや余剰蒸気などの未利用熱を定量化した．また，発電以外にも
バイオマスを熱利用している事業所を想定し，固定価格買取制度の公表データ(4)，製糖工場、製
紙工場などの汽力発電を所有する工場が所有するボイラやタービンなどのデータ(5)、過去のレポ
ートのデータ(6)などを整理し，バイオマスを利用する事業所の産業種別とエネルギー投入量を定
量化し，バイオマスの独自のデータベースを作成した．熱融通は電力融通と異なり，長距離の輸
送が困難であるため，検討単位は都道府県単位よりもより細かくする必要がある．90％以上の基
礎自治体が可住地面積の等価半径で 15 km 以内に収まる面積であるため，検討の最小単位を基
礎自治体とし，熱融通ポテンシャルを定量化することとした．また、バイオマスを利用した事業
所が所在する自治体の最終エネルギー消費を、燃料種，産業種ごとに相関が高い活動量指標（従
業員数，事業所数）(7)を用いて都道府県の最終エネルギー消費(8)から按分することで求めた。さ
らに燃料種、産業種ごとに排熱，需要温度帯の分布の情報を，アンケート調査(9,10)を参考に最終
エネルギー消費の情報に追加した．さらに蓄熱輸送技術としてゼオライトの水蒸気吸脱着サイ
クルを用いた蓄熱輸送システム(11)を想定した．移動床・間接熱交換方式を用いた出熱装置および
移動床・直接熱交換方式を用いた蓄熱装置の性能を予測する，熱・物質収支を連成した数値解析
モデルを開発、修正し，プロセスフローシミュレーションで定義した未利用熱の条件下で，各装
置の性能を予測し，規模ごとの性能（蓄熱量，出熱量，必要補助動力等）や装置要件（胴径や熱
交換器伝熱面積等）を回帰分析により求め，高速で各規模に応じた蓄熱輸送システムの性能予測，
設計を可能とした。各基礎自治体におけるバイオマス由来の 150℃までの排熱回収量を蓄熱装置
の設計の境界条件である未利用熱量として与え，各規模に応じた蓄熱効率、出熱効率を算出，バ
イオマスを利用した事業所が所在する自治体それぞれにおける蓄熱融通ポテンシャルを算出し
た．また，上記境界条件において設計した蓄熱輸送システムに必要な装置類（熱交換器やチャン
バー，コンベアなど）や運用上必要なコスト（ブロワ電力，輸送時の燃料など）を見積もり、条
件に応じたコスト解析が可能なモデルを開発した．輸送距離は対象基礎自治体の可住地面積の



等価半径とした． 
以上の検討から，バイオマス由来の高温の排熱を蓄熱し，より低温の産業低温熱需要に熱融通

システムにより熱を供給することを想定し，150℃以上の排熱を回収し 100～150℃の温熱需要に
充当することを想定し，熱回生ポテンシャルおよびその LCOE(Levelized Cost of Energy)を算出し
た． 
 
４．研究成果 
開発したバイオマス発電所のプロセスフローダイアグラムより排ガスのエネルギー投入量に

対する割合や温度域のバランスを定量化した．投入熱量と排熱量のバランス，排熱の温度帯を過
去の調査（9）と照らし合わせることにより，バイオマスを利用した発電所も一般の産業と同様に
投入熱量に対する排熱量および温度域が妥当であることを確認した．さらにゼオライトの水蒸
気吸脱着サイクルを用いた蓄熱輸送システムの構成装置を数値解析により設計し，出熱装置，蓄
熱装置ともに，規模（ゼオライト流量）の増大とともに燃料削減，ブロワ動力等が回帰可能であ
ることを確認した．これらの回帰結果をコストモデルに組み込むことで，全 1741 の基礎自治体
におけるバイオマス由来の排熱回収およびコスト概算が可能なモデルを実現した．  

3 の研究手法に基づいて，バイオマスを利用した事業所由来の排熱を蒸気需要に充当した場合、
熱需要全体におけるバイオマス由来の熱の充当率は最大で 50％近くなる自治体も存在するが、
多くは数％～20％の範囲に収まった。100～150℃の低温熱に限れば，需要のすべてを代替できる
自治体が500以上あることもわかった．熱融通のコストについては，自治体内での熱融通のLCOE
を算出し，CAPEX 全額を負担する場合は，約 102 の自治体で LCOE が 10 円/kWh を下回る可能
性があり，CAPEX の 100％を補助金等で賄う想定では，約 170 の自治体がバイオマス由来の排
熱を回生する蓄熱融通システムの LCOE が 10 円/kWh を下回る可能性があり，蓄熱融通システ
ムの初期の導入先として有力な候補先であることが分かった．この想定での経済的な熱の可搬
距離は最大でも 16 km, 平均では 4.4 km となった．また，GHG は約 350 の自治体で削減できる
可能性があるものの，残りの自治体では輸送や蓄熱におけるブロワ駆動の電力が支配的となり，
現段階での導入は GHG を増大させる可能性があることも分かった．これは電力や輸送が脱炭素
していくにつれて緩和されると考えられる． 
コストおよび GHG 削減において支配的な要因は，出熱側の燃料削減と輸送距離，蓄熱側のブ

ロワ動力である．特に燃料削減と輸送距離は密接な関係があり，1 回の輸送あたりでの有効な出
熱量を増大させることが重要である．出熱側では現在ボイラ蒸気を吸着材に吸着させて増熱す
るプロセスを採用しているが、低温熱需要の中でも乾燥プロセスでは排湿潤空気を出熱の吸着
用に再利用できるため出熱効率を大幅に向上でき、排熱回収ポテンシャルは大きく増大する可
能性があることがわかった。 
今回の試算では，排熱回生ポテンシャルと蓄熱融通技術の適用先の候補を経済的な熱可搬距

離から算出した．実際の導入検討では，これらの候補地にて，実際の工場の立地や需要の数など
から検討するべきであり，今後の課題である． 
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